
  

様式第２号の１－①【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の１

－②を用いること。 
 

学校名 名古屋経済大学 
設置者名 学校法人 市邨学園 

 

 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

学部名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のある 

教員等による 

授業科目の単位数 

省令

で定

める

基準

単位

数 

配

置

困

難 
全学

共通

科目 

学部

等 

共通

科目 

専門

科目 
合計 

経済学部 現代経済学科 
夜 ・

通信 

46 

55 36 137 13  

経営学部 経営学科 
夜 ・

通信 
68 56 170 13  

法学部 ビジネス法学科 
夜 ・

通信 
46 59 151 13  

人間生活科学部 

教育保育学科 
夜 ・

通信 
0 61 107 13  

管理栄養学科 
夜 ・

通信 
11 45 102 13  

（備考） 

 

 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/ 

 

 

３．要件を満たすことが困難である学部等 

学部等名：該当なし 

（困難である理由） 

 

  



  

様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 
 
※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用いる

こと。 
 

学校名 名古屋経済大学 
設置者名 学校法人 市邨学園 

 

 

１．理事（役員）名簿の公表方法 
私立学校法の規定に基づき事務所に備え付けるとともに，法人ホームページ上で公表。

（URL：https://ichimura.ac.jp/about/index3.html) 

 

 

２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

非常勤 市議会議員 

R5.4.1 

～ 

※ 

外部有識者として

の知見を元にした

意見具申(主に法人

運営全般関係) 

非常勤 証券会社代表取締役社長 

R6.2.11 

～ 

R8.2.10 

外部有識者として

の知見を元にした

意見具申(主に資産

運用関係) 

非常勤 社会保険労務士法人代表 

R6.4.1 

～ 

R8.3.31 

外部有識者として

の知見を元にした

意見具申(主に労務

関係) 

非常勤 弁護士 

R6.2.11 

～ 

R8.2.10 

外部有識者として

の知見を元にした

意見具申(主にコン

プライアンス関係) 

（備考） 

任期欄中の「※」は「令和 7 年 6月 24 日定時評議員会終結の時まで」を表す。 

 

 

 

 

  



  

様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

 

学校名 名古屋経済大学 

設置者名 学校法人 市邨学園 

 

 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表し

ていること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

【経済学部・経営学部・法学部】 

ディプロマポリシーに加え、全学教育推進センター及び各学部教授会によって見直

しされた編成方針に基づいて授業科目を編成している。その編成方針に基づいて編成

された授業科目の授業計画は、経済学部・経営学部・法学部･人間生活科学部とも以

下の構成で作成している。 

「授業の目標」では、学生の目線から見えるものを記載するとともに三つの領域であ

る「知識・理解の領域」「技能の領域」「態度・志向性の領域」について原則として記

載している。 

「授業の概要」では、授業で講じる内容を、やや具体的に、ポイントを絞って示す。

学生が授業をある程度イメージできるようにするとともにナンバリングを用いて学

修の段階や順番表示して教育課程の体系を明示している。 

「評価方法」では、どの評価ポイントを、どのような比重で評価するかを明瞭に示す。

そのことによって、学生の授業への取り組みにメリハリが生まれると期待している。 

「授業計画」では、第１回から第１５回までそれぞれ記載するとともに準備学習（予

習・復習等）の具体的な内容及びそれに必要な時間等を記載している。テキスト、参

考書についても具体的な記載をしている。 

なお、シラバスは、新年度開始時に実務経験を有する教員の授業内容とともに学外サ

イトおよび学内サイト（キャンパススクエア・メロス）において公表している。 

 

【人間生活科学部教育保育学科】 

授業科目については、授業の目標（到達目標）、授業の概要、成績評価の方法、１５回

の授業進行計画、教科書、参考図書および留意事項を、前年度中に作成し新年度より、

実務経験を有する教員の授業内容とともに学外サイトおよび学内サイト（キャンパス

スクエア・メロス）において公表している。なお、質問への対応方法、準備学習（予

習・復習等）の内容と必要な時間なども記載している。授業の方法（講義、演習等の

別）については、「学生生活ハンドブック」の授業科目表に記載されている。 

 

【人間生活科学部管理栄養学科】 

授業科目については、厚生労働省健康管理局が取りまとめている「管理栄養士国家試

験出題基準」を踏まえ授業の目的、概要、成績評価の方法、１５回の授業進行計画（シ

ラバス）、教科書、参考図書および留意事項を、前年度中に作成し、実務経験を有する

教員の授業内容とともに学外サイトおよび学内サイト（キャンパススクエア・メロス）

において公表している。 

 

授業計画書の公表方法 名古屋経済大学ホームページ 
https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/pdf/syllabus.pdf 



  

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。 
（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

評価方法は授業計画において以下のように記載している。 

 どの評価ポイントを、どのような比重で評価するかを明瞭に示している。そのこと

によって、学生の授業への取り組みにメリハリが生まれると期待している。ただし、

授業に出席するのは当然であるため、出席による加点・減点は行わない。 

例） 

 ・参加姿勢  ○％ 

 ・レポート  ○％ 

 ・中間テスト ○％ 

 ・期末テスト ○％ 

 ・△△△   ○％ 

上記より出された素点から６０点以上の学習成果に対して単位が認定され、６０～７

０点未満は「Ｃ」、７０～８０点未満は「Ｂ」、８０～９０点未満は「Ａ」、９０～１０

０点は「ＡＡ」の成績評価がなされる。 

また、成績発表後には不服申し立て期間が設けられており、不服のある学生は、教務

窓口を通して申し出ることで担当教員からの説明を受け、もしくは、正当な理由があ

る場合には成績評価の修正等の措置がとられる。 

３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 
（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

成績評価の客観性と厳格性の確保および学生の履修意欲の向上を目的とし、GPA 

制度を導入している。評語については、AA，A，B，C および N を合格とし、D を不

合格とする。合格した科目を再び履修することはできない。GPA は学業成績に記載

されるとともに、一部奨学金継続の選考資料としても利用され

る。                                                                                                                   

GPA の計算は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

GPA 制度については、学生生活ハンドブックに掲載するとともに、大学ホームページ

にも掲載し、公表している。 

客観的な指標の 

算出方法の公表方法 

学生生活ハンドブック 

名古屋経済大学ホームページ   

https://www.nagoya-ku.ac.jp/support/handbook/ 

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 

 

4×AA単位数+3×A単位数+2×B単位数+1×C単位数                                         

AA・A・B・C・D・X・Y・Zの単位数合計 



  

（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

【経済学部・経営学部・法学部】 

以下の方針を定めるとともにホームページにおいて公表している。 

■学士の学位取得の要件 

・学則及び履修規程(「授業科目の履修について」学生生活ハンドブック所収)に定め

る卒業に必要な単位を取得していることが学位取得の要件である。 

・単位取得及び卒業の認定は各学部教授会が行う。 

・４年間に履修する授業科目はいくつかの科目群に区分されており、区分ごとに卒業

に必要な単位数が定められている。 

■人材養成の目標 

所定の授業科目の履修・単位取得ならびに課外に行う様々な活動を通して、本学の社

会科学系 3学部が目指すのは、以下のような能力を備え、アジアを中心にグローバル

な舞台で活躍できる「たしかな社会人」の養成である。 

・しっかりした職業観と健全な社会倫理を身につけ、仕事を通して社会に根を下ろし、

社会に貢献する力。 

・社会から求められる IT リテラシーや社会規範への理解と実践力、論理的思考力、コ

ミュニケーション能力、プレゼンテーション能力。 

・所属する学部の専門領域の基本的・中核的知見と、隣接する領域の概括的な知見。 

  ――法に関する知見を備えた経済学士・経営学士、経済・経営に関する概括的知見

を備えた法学士であること。 

・アジアをコアにグローバルに活躍する気概と異文化理解・異文化交流の精神。  

 以上に加えて、以下のような資質の涵養が重要である。 

・社会にしっかりと向き合い、習得した社会科学の知見に基づいて社会のあり方に関

心を持ち続ける力。 

・それまでに出会ったことのない出来事に遭遇した時に、そこに存在する問題と解決

の道筋を発見できる考える力。 

・勇気と向上心と想像力を失わず、身につけた知見や実践的リテラシーを発揮し、自

らが所属する社会の発展に貢献できる力。 

 

【人間生活科学部教育保育学科】 

保育者・小学校教諭養成課程であることから、卒業までに身に付ける力として、(1) 

子どもの育ちを支えるために自ら学び、自らを高める力、(2) 子どもを取り巻く環境

の課題と社会的な支援のあり方を探求する力、(3) 子どもの発達を軸にして保育・教

育を考える力、(4) エデュケアの考え方に基づき保育・教育を実践する力、の 4 つの

力を挙げている。また、これを踏まえ、卒業に必要な最低単位を科目区分ごとに設定

している。これらは「学生生活ハンドブック」に記載し、入学後の学科オリエンテー

ションにおいて説明している。なお、卒業判定の手順については、学則に記載されて

おり、「学生生活ハンドブック」に掲載している。 

 

【人間生活科学部管理栄養学科】 

卒業に必要な最低単位は、共通科目群では必修を含め 16 単位以上、必修である専

門基礎科目 8 単位、同じく必修である基幹科目群 38 単位、同じく必修の展開科目群

46 単位、関連科目群では必修を含め 6 単位以上、必修である演習群 10 単位の計 124

単位以上となっている。 

管理栄養学科は、広く栄養学を学び、管理栄養士として社会に貢献する人材の養成

を目的としている。したがって本学科を卒業する学士（栄養学士）には、上記の単位

取得とともに、以下のような資質が求められる。 

・社会人として豊かな人間性と社会性を身に付けていること。 

・食と健康に関する基礎的・臨床的な知識と技術を習得しており、管理栄養士、栄養 



  

士として迅速に現場に対応できること。 

・食や健康問題の本質を見抜き、適切な問題解決に向けた行動を実践できること。 

・食や健康に関する専門的知識を継続して学習する態度を身につけていること。 

・管理栄養士国家試験に合格できる水準にあること。 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 
名古屋経済大学ホームページ 
https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/ 

 



  

様式第２号の４－①【⑷財務・経営情報の公表(大学・短期大学・高等専門学校)】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の４

－②を用いること。 
学校名 名古屋経済大学 

設置者名 学校法人 市邨学園 

 

 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 
ホ－ムペ－ジアドレス 

https://ichimura.ac.jp/about/index3.html 

収支計算書又は損益計算書 
ホ－ムペ－ジアドレス 

https://ichimura.ac.jp/about/index3.html 

財産目録 
ホ－ムペ－ジアドレス 

https://ichimura.ac.jp/about/index3.html 

事業報告書 
ホ－ムペ－ジアドレス 

https://ichimura.ac.jp/about/index3.html 

監事による監査報告（書） 
ホ－ムペ－ジアドレス 

https://ichimura.ac.jp/about/index3.html 

 
 

２．事業計画（任意記載事項） 

単年度計画（名称：              対象年度：     ） 

公表方法： 

中長期計画（名称：              対象年度：     ） 

公表方法： 

 

 

３．教育活動に係る情報 

（１）自己点検・評価の結果 

公表方法：本学ホームページにて公表（https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/evaluation/） 

 

 

（２）認証評価の結果（任意記載事項） 

公表方法： 

 

  



  

（３）学校教育法施行規則第 172条の２第 1項に掲げる情報の概要 

 

① 教育研究上の目的、卒業又は修了の認定に関する方針、教育課程の編成及び

実施に関する方針、入学者の受入れに関する方針の概要 
学部等名：経済学部現代経済学科 

教育研究上の目的（公表方法：名古屋経済大学ホームページ 

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/01_purpose/） 

（概要） 

経済学部では、人間形成の基礎としての豊かな教養の涵養を目指している。それと併せて

経済学の基本的理論に立脚し、そこから展開する諸科目を修得するとともに、消費者・生

活者の視点から情報化・グローバル化を中心とした現代社会の動向がもたらす諸問題に深

い洞察を持ち、実践的な問題解決能力を備えた人材を育てることを目的としている。すな

わち、豊かな人間性を備えた上で、政策提言能力を持ち、経済学の素養と実務的な能力を

活かして経済社会で活躍できる人材育成である。経済の構造・制度・政策をこの視角で学

ぶことは、国民生活の発展向上に学問の立場から貢献するという経済学本来の目的にも適

うものである。 

卒業の認定に関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ 

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 

（概要） 

本学ではアジアを中心にグローバルな舞台で活躍できる「社会で通用するグローカル人

材｣の養成を目標とし、以下のような能力を身につけた学生に学位を授与します。                      

①しっかりした職業観と健全な社会倫理を身につけ、仕事を通して社会に根を下ろし、社

会に貢献する力。 

②社会人に相応しい論理的思考力、コミュニケーション能力、プレゼンテーション能力。 

③所属する学部の専門領域の基本的・中核的知見と、隣接する領域の概括的な知見。 

④グローバルに活躍する気概と異文化理解・異文化交流の精神。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ 

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 

（概要） 

「こうなりたい」という人物像・仕事につなぐため、本学では以下のような教育を実施し

ます。                                                 

①学生の多様化を見据え、1 年生から 4年生まで各学年の少人数ゼミをはじめ、一人ひと

りの学生と向き合った教育を徹底する。 

②入学直後に、全学生を対象とする「基礎力テスト」を実施し、基礎科目を中心に必要な

授業科目について、到達度別のクラス編成による授業を実施する。 

③入学後の早い時期に、社会人として不可欠な実践的技術の習得にチャレンジさせ、「達

成感」と「自信」を体験させるとともに次の目標へ進む意欲を育てる。                                                             

④専門領域の基礎をしっかり学びとるため必修科目については到達度が不十分な場合の再

履修を含め徹底した学習サポートを行うと同時に、隣接する学部の専門領域の基本的知見

を学び、社会を経済、経営、法の側面から多角的に理解する力を養う。 

⑤学びのきっかけ、学びの課題をつかみ、各専門領域の主体的な学びにつなげるため、キ

ャンパスの内外、地域の自然、社会、産業、文化を学びの場あるいは対象とするフィール

ドワーク「体験型探究」を実施する。 

⑥多数の外国人留学生との日常的な共学・協働を通して、異文化間の理解とグローバル精

神を養い、グローバルに活躍する資質を修得する。 

⑦インターンシップを含む系統的で充実したキャリア教育で、たしかな社会人力をきたえ

る。 

⑧基本的な技術や資格の取得の上に、さらに上級の資格・検定等を目指す自主的な学びや

課外活動を支援する。 

⑨地域に根ざしつつ、地域を教育の場とし、地方自治体や商工団体等と連携して、多様で



  

実践的な学びを進める。 

入学者の受入れに関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ 

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 

（概要） 

本学は、「社会で通用するグローカル人材｣の養成を目的とします。入学した皆さんを「社

会で通用するグローカル人材｣につなぐのが｢カリキュラム・ポリシー｣です。入学に当たっ

て皆さんに求めるのは、この｢カリキュラム・ポリシー｣にしたがって学びを続け、「社会

で通用するグローカル人材｣に育っていく資質です。 

 

①本学が最も重視する入学生の資質は、学力偏差値の高さではなく、以下に示すような｢夢、

好奇心、やる気｣です。 

②自分の人生について｢夢｣を持つことがまず大事です。初めはぼんやりしていても、その

輪郭を少しずつはっきりさせ、その夢を実現する道筋を見つけていくのが大学での学びで

す。 

③｢これは何だろう？｣、｢これはどうして？｣という「好奇心」が「大学における学び」の

出発点です。私たちを取り巻いている自然や社会に対する好奇心が学びのきっかけを作り

ます。｢好奇心｣が｢夢｣とつながり、学びが始まったなら、あとは｢やる気｣です。 

④学力を含めて人の様々な能力の発達のテンポやタイミングは、人それぞれに違います。

何かのきっかけが｢やる気｣を目覚めさせ、その時に｢成長｣が始まります。本学のカリキュ

ラム・ポリシーが皆さんの｢成長｣の導きとなり、｢夢｣につながるプロセスを作ります。 

⑤本学は、｢受験勉強｣を乗り越えて、いよいよ大学にワクワクする学びを求めるあなたを

待っています。同時に、｢受験勉強｣には馴染めなかった、今は学力に自信はないが、｢夢と

好奇心とやる気｣では負けないというあなたを歓迎します。 

 
学部等名：経営学部経営学科 

教育研究上の目的（公表方法：名古屋経済大学ホームページ   

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/01_purpose/） 

（概要） 

建学の精神「一に人物、二に技倆」を踏まえ、経営学部では、教養教育と専門教育を柱と

して、これらの有機的な統合の下で教育を実践していく。それにより、社会人としての豊

かな教養と企業人としての高い見識・倫理観を身につけ、さらに合理的かつ生産的なビジ

ネス思考およびビジネス・スキルを修得し、こんにちのビジネス社会はもとより広く社会

一般に貢献できる人材を育成することを目的とする。そして経営学部生を着実に将来の企

業経営の担い手として、換言すれば、現代経済社会において地位・キャリアを築き得る人

材となるよう誘導する。 

卒業の認定に関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ   

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 

（概要） 

本学ではアジアを中心にグローバルな舞台で活躍できる「社会で通用するグローカル人材」

の養成を目標とし、以下のような能力を身につけた学生に学位を授与します。                                        

①しっかりした職業観と健全な社会倫理を身につけ、仕事を通して社会に根を下ろし、社

会に貢献する力。 

②社会人に相応しい論理的思考力、コミュニケーション能力、プレゼンテーション能力。 

③所属する学部の専門領域の基本的・中核的知見と、隣接する領域の概括的な知見。 

④グローバルに活躍する気概と異文化理解・異文化交流の精神。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ   

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 

（概要） 

「こうなりたい」という人物像・仕事につなぐため、本学では以下のような教育を実施



  

します。                                                   

①学生の多様化を見据え、1 年生から 4 年生まで各学年の少人数ゼミをはじめ、一人ひ   

とりの学生と向き合った教育を徹底する。 

②入学直後に、全学生を対象とする「基礎力テスト」を実施し、基礎科目を中心に必要な

授業科目について、到達度別のクラス編成による授業を実施する。 

③入学後の早い時期に、社会人として不可欠な実践的技術の習得にチャレンジさせ、「達成

感」と「自信」を体験させるとともに次の目標へ進む意欲を育てる。                                                             

④専門領域の基礎をしっかり学びとるため必修科目については到達度が不十分な場合の再

履修を含め徹底した学習サポートを行うと同時に、隣接する学部の専門領域の基本的知

見を学び、社会を経済、経営、法の側面から多角的に理解する力を養う。 

⑤学びのきっかけ、学びの課題をつかみ、各専門領域の主体的な学びにつなげるため、キ

ャンパスの内外、地域の自然、社会、産業、文化を学びの場あるいは対象とするフィー

ルドワーク「体験型探究」を実施する。 

⑥多数の外国人留学生との日常的な共学・協働を通して、異文化間の理解とグローバル精

神を養い、グローバルに活躍する資質を修得する。 

⑦インターンシップを含む系統的で充実したキャリア教育で、たしかな社会人力をきたえ

る。 

⑧基本的な技術や資格の取得の上に、さらに上級の資格・検定等を目指す自主的な学びや

課外活動を支援する。 

⑨地域に根ざしつつ、地域を教育の場とし、地方自治体や商工団体等と連携して、多様で

実践的な学びを進める。 

入学者の受け入れに関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ   

           https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 

（概要） 

本学は、「社会で通用するグローカル人材｣の養成を目的とします。入学した皆さんを「社

会で通用するグローカル人材｣につなぐのが｢カリキュラム・ポリシー｣です。入学に当たっ

て皆さんに求めるのは、この｢カリキュラム・ポリシー｣にしたがって学びを続け、「社会で

通用するグローカル人材｣に育っていく資質です。 

 

①本学が最も重視する入学生の資質は、学力偏差値の高さではなく、以下に示すような｢夢、

好奇心、やる気｣です。 

②自分の人生について｢夢｣を持つことがまず大事です。初めはぼんやりしていても、その

輪郭を少しずつはっきりさせ、その夢を実現する道筋を見つけていくのが大学での学びで

す。 

③｢これは何だろう？｣、｢これはどうして？｣という「好奇心」が「大学における学び」の

出発点です。私たちを取り巻いている自然や社会に対する好奇心が学びのきっかけを作り

ます。｢好奇心｣が｢夢｣とつながり、学びが始まったなら、あとは｢やる気｣です。 

④学力を含めて人の様々な能力の発達のテンポやタイミングは、人それぞれに違います。

何かのきっかけが｢やる気｣を目覚めさせ、その時に｢成長｣が始まります。本学のカリキュ

ラム・ポリシーが皆さんの｢成長｣の導きとなり、｢夢｣につながるプロセスを作ります。 

⑤本学は、｢受験勉強｣を乗り越えて、いよいよ大学にワクワクする学びを求めるあなたを

待っています。同時に、｢受験勉強｣には馴染めなかった、今は学力に自信はないが、｢夢と

好奇心とやる気｣では負けないというあなたを歓迎します。 

 

 
学部等名：法学部ビジネス法学科 

教育研究上の目的（公表方法：名古屋経済大学ホームページ 

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/01_purpose/） 

（概要） 

法学部は、法学を通して、時代の要請に応え得る人材を養成すること、及び、個々人が生き

ていく力を自らに「養う」こと、この二つを教育における基本的な目標として掲げるととも



  

に、「社会生活に不可欠な基礎学力を身につけ、法学の骨格・基本を確実に修得したうえで、

豊かな人間性と幅広い視野をもって総合的に社会現象を把握し、主体的に課題を探求して、

問題を解決できる能力を持つ人材の育成」を教育の目的としている。このように、法学部は、

基礎学力、法学基礎力及び社会人として求められる素養としての力を身につけることを法学

部学生の共通課題として、時代の要請に応え得る法学の「特定分野の専門家」を育てること

を教育目的としている。 

卒業の認定に関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ   

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 

（概要） 

本学ではアジアを中心にグローバルな舞台で活躍できる「社会で通用するグローカル人材｣

の養成を目標とし、以下のような能力を身につけた学生に学位を授与します。                                        

①しっかりした職業観と健全な社会倫理を身につけ、仕事を通して社会に根を下ろし、社会

に貢献する力。 

②社会人に相応しい論理的思考力、コミュニケーション能力、プレゼンテーション能力。 

③所属する学部の専門領域の基本的・中核的知見と、隣接する領域の概括的な知見。 

④グローバルに活躍する気概と異文化理解・異文化交流の精神。 

 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ   

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 

（概要） 

「こうなりたい」という人物像・仕事につなぐため、本学では以下のような教育を実施

します。                                                   

①学生の多様化を見据え、1 年生から 4 年生まで各学年の少人数ゼミをはじめ、一人ひ   

とりの学生と向き合った教育を徹底する。 

②入学直後に、全学生を対象とする「基礎力テスト」を実施し、基礎科目を中心に必要な授

業科目について、到達度別のクラス編成による授業を実施する。 

③入学後の早い時期に、社会人として不可欠な実践的技術の習得にチャレンジさせ、「達成

感」と「自信」を体験させるとともに次の目標へ進む意欲を育てる。                                                               

④専門領域の基礎をしっかり学びとるため必修科目については到達度が不十分な場合の再

履修を含め徹底した学習サポートを行うと同時に、隣接する学部の専門領域の基本的知見

を学び、社会を経済、経営、法の側面から多角的に理解する力を養う。 

⑤学びのきっかけ、学びの課題をつかみ、各専門領域の主体的な学びにつなげるため、キャ

ンパスの内外、地域の自然、社会、産業、文化を学びの場あるいは対象とするフィールド

ワーク「体験型探究」を実施する。 

⑥多数の外国人留学生との日常的な共学・協働を通して、異文化間の理解とグローバル精神

を養い、グローバルに活躍する資質を修得する。 

⑦インターンシップを含む系統的で充実したキャリア教育で、たしかな社会人力をきたえ

る。 

⑧基本的な技術や資格の取得の上に、さらに上級の資格・検定等を目指す自主的な学びや課

外活動を支援する。 

⑨地域に根ざしつつ、地域を教育の場とし、地方自治体や商工団体等と連携して、多様で実

践的な学びを進める。 

入学者の受け入れに関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ   

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 

（概要） 

本学は、「社会で通用するグローカル人材｣の養成を目的とします。入学した皆さんを「社会

で通用するグローカル人材｣につなぐのが｢カリキュラム・ポリシー｣です。入学に当たって

皆さんに求めるのは、この｢カリキュラム・ポリシー｣にしたがって学びを続け、「社会で通

用するグローカル人材｣に育っていく資質です。 

 

①本学が最も重視する入学生の資質は、学力偏差値の高さではなく、以下に示すような｢夢、



  

好奇心、やる気｣です。 

②自分の人生について｢夢｣を持つことがまず大事です。初めはぼんやりしていても、その輪

郭を少しずつはっきりさせ、その夢を実現する道筋を見つけていくのが大学での学びです。 

③｢これは何だろう？｣、｢これはどうして？｣という「好奇心」が「大学における学び」の出

発点です。私たちを取り巻いている自然や社会に対する好奇心が学びのきっかけを作りま

す。｢好奇心｣が｢夢｣とつながり、学びが始まったなら、あとは｢やる気｣です。 

④学力を含めて人の様々な能力の発達のテンポやタイミングは、人それぞれに違います。何

かのきっかけが｢やる気｣を目覚めさせ、その時に｢成長｣が始まります。本学のカリキュラム・

ポリシーが皆さんの｢成長｣の導きとなり、｢夢｣につながるプロセスを作ります。 

⑤本学は、｢受験勉強｣を乗り越えて、いよいよ大学にワクワクする学びを求めるあなたを待

っています。同時に、｢受験勉強｣には馴染めなかった、今は学力に自信はないが、｢夢と

好奇心とやる気｣では負けないというあなたを歓迎します。 

 

 
学部等名：人間生活科学部教育保育学科 

教育研究上の目的（公表方法：名古屋経済大学ホームページ   

 https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/01_purpose/） 

（概要） 

教育保育学科は、建学の精神に基づき、人物教育を重視するとともに、自ら学び、自らを高

める力を育てます。専門の教育課程では、教育と養護を統一的にとらえるエデュケアの考え

方を基盤にして、子どもの発達と子どもを取り巻く環境の課題と支援のあり方を深く学び、

すべての子どもの育ちを第一に考えた保育や教育を展開できる力を育てます。 

 教育保育学科の教育目標は、卒業までに以下の 4 つの力を身につけることであり、これら

4 つの力を持った保育者（幼稚園教諭、保育士）と小学校教諭を養成することです。 

① 子どもの育ちを支えるために自ら学び、自らを高める力 

② 子どもを取り巻く環境の課題と社会的な支援のあり方を探求する力 

③ 子どもの発達を軸にして保育・教育を考える力 

④ エデュケアの考え方に基づき保育・教育を実践する力 

卒業の認定に関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ   

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 

（概要） 

教育保育学科の教育目標に掲げた 4つの力を身につけることに加え、以下のような「社会で

通用するグローカル人材｣の資質・能力を身につけた学生に学位を授与します。 

①子どもの育ちを支えるために自ら学び、自らを高める力。 

②子どもを取り巻く環境の課題と社会的な支援のあり方を探求する力。 

③子どもの発達を軸にして保育・教育を考える力。 

④エデュケアの考え方に基づき保育・教育を実践する力。 

⑤しっかりした職業観と健全な社会倫理を身につけ、仕事を通して地域に根を下ろし、社会

に貢献する力。 

⑥社会から求められる IT リテラシーや社会規範への理解と実践力、論理的思考力、コミュ

ニケーション能力、プレゼンテーション能力。 

⑦専門領域の基本的・中核的知見と、隣接する領域の概括的な知見。 

⑧アジアをコアにグローバルに活躍する気概と異文化理解・異文化交流の精神。 

⑨社会にしっかりと向き合い、習得した知見に基づいて社会のあり方に関心を持ち続ける

力。 

⑩それまでに出会ったことのない出来事に遭遇した時に、そこに存在する問題と解決の道筋

を発見できる考える力。 

⑪勇気と向上心と想像力を失わず、身につけた知見や実践的リテラシーを発揮し、自らが所

属する社会の発展に貢献できる力。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ   

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 



  

（概要） 

教育・保育の専門職につなぐのが本学科のカリキュラムであり、保育士資格および幼稚園教

諭免許状、もしくは小学校教諭免許状の取得を可能とするよう編成されています。 

 教育学・保育学およびその隣接学問領域の科目を中心としながらも、それに加えて教育・

保育の現場において生じる問題を解決する広い視野と能力を育てるために、子どもの発達や

子育てにかかわる多面的な科目、社会のあり方を考える能力や豊かな人間性を磨く科目、国

際化や情報化など社会の変化に適応する語学力、情報リテラシーなどの習得を目指す科目を

学びます。 

 学びのプロセスとしては、以下のような特徴があります。  

①学生の多様化を見据え、1 年生から 4 年生まで各学年の少人数ゼミをはじめ、一人ひとり

の学生と向き合った教育を徹底する。 

②入学直後に、全学生を対象とする「基礎力テスト」を実施し、必要な授業科目について到

達度別のクラス編成による授業を実施する。 

③教育学・保育学の基礎的知見を徹底して学びとることを目指す。 

④本学キャンパス内の「いちむら幼稚園」や近隣自治体(犬山市、小牧市)の保育園・認定こ

ども園等における実習を豊富に取り入れる。 

⑤公立の保育園・幼稚園への就職を進めるために公務員試験への挑戦を奨励し、合格に必要

な基礎学力の回復をはじめ試験対策を徹底してサポートする。 

⑥地域を教育の場とし、地方自治体と連携して多様で実践的な学びを進め、また多数の外国

人留学生との日常的交流を通して、異文化間の理解とグローバル精神を養う。 

入学者の受け入れに関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ    

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 

（概要） 

 本学科は、教育者・保育者として社会に貢献する人材の養成を目的としています。したが

って、子どもをはじめ人間に対する深い関心が、本学科の学生に求められる不可欠の資質で

す。具体的には、以下の 3つを入学生の資質として重視します。 

① 教育者・保育者として社会に貢献する意欲のある人 

② 子どもをはじめ人間への深い関心を持つ人 

③ 社会や家庭の変化、教育・保育現場の問題へ高い意識を持つ人 

  

加えて、本学全体として重視している入学者の資質は、以下に示す「夢、好奇心、やる気」

です。 

④ 自分の人生について｢夢｣を持つこと。 

⑤ ｢これは何だろう？｣、｢これはどうして？｣という「好奇心」を持つこと。特に、子ども

や子どもの成長に対する好奇心が本学科の学生の不可欠な資質です。 

⑥ 「好奇心」や「出会い」が｢やる気｣を目覚めさせ、その時に皆さん自身の新たな成長も

始まります。 

⑦ 入学者受け入れに当たっては、以上の｢夢、好奇心、やる気｣を重視するとともに、子ど

もとその成長に関する強い関心、人間社会やその文化などに対する広い関心を、面接や小論

文を通して確認します。 

 

 

 
学部等名：人間生活科学部管理栄養学科 

教育研究上の目的（公表方法：名古屋経済大学ホームページ 

           https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/01_purpose/） 

（概要） 

管理栄養学科では、近年、生活習慣病やメタボリックシンドロームなどが問題となり、管理

栄養士は栄養指導や医療チームの一員として臨床現場での治療に参加するなど、活躍の現場

は多方面に広がっている。さらに、消費者の食のニーズに関する多様化は、食品産業や給食

産業における高度なフードマネジメントや市民への適切な栄養・食品情報の提供などを求め



  

られている。また、児童・生徒の食習慣や食生活の乱れは国民的課題ともいえ、栄養教諭の

役割や職責は重要となっている。管理栄養学科では、建学の精神「一に人物、ニに伎倆」を

もとに豊かな人間性を備えた人物の育成とともに、栄養や食を通じて人々の健康を支援でき

る高度な専門的知識と技能を備え、医師や看護師、教育や産業界等と協力し、食や栄養の専

門職として現場に即応できる管理栄養士の育成を目的としている。 

卒業の認定に関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ   

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 

（概要） 

管理栄養学科では、管理栄養士として社会に貢献する人材の養成を目的とし、所定の単位取

得とともに、以下のような「社会で通用するグローカル人材｣の資質・能力を身につけた学生

に学位を授与します。 

                                                       

①食と健康に関する基礎的・臨床的な知識と技術を習得しており、管理栄養士、栄養士とし

て迅速に現場に対応できること。                             

②食や健康問題の本質を見抜き、適切な問題解決に向けた行動を実践できること。                                                                    

③食や健康に関する専門的知識を継続して学習する態度を身につけていること。                                                          

④管理栄養士国家試験に合格できる水準にあること。 

⑤しっかりした職業観と健全な社会倫理を身につけ、仕事を通して地域に根を下ろし、社会

に貢献する力。 

⑥社会から求められる IT リテラシーや社会規範への理解と実践力、論理的思考力、コミュ

ニケーション能力、プレゼンテーション能力。 

⑦専門領域の基本的・中核的知見と、隣接する領域の概括的な知見。 

⑧アジアをコアにグローバルに活躍する気概と異文化理解・異文化交流の精神。 

⑨社会にしっかりと向き合い、習得した知見に基づいて社会のあり方に関心を持ち続ける

力。 

⑩それまでに出会ったことのない出来事に遭遇した時に、そこに存在する問題と解決の道筋

を発見できる考える力。 

⑪勇気と向上心と想像力を失わず、身につけた知見や実践的リテラシーを発揮し、自らが所

属する社会の発展に貢献できる力。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ   

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 

（概要） 

本学科は、管理栄養士の養成を主たる目的として、管理栄養士資格取得を可能とする

カリキュラム編成を基本にしています。                                                          

入学直後に、全学生を対象とする「基礎力テスト」を実施し、基礎科目を中心に必要な授業

科目について、到達度別のクラス編成による授業を実施します。卒業までに履修するカリキ

ュラムには、以下の科目群が体系的に配置されており、食と健康に関する専門的知見を順序

良く段階的に習得することができます。                                                   

①社会人としての教養と人間性を養うための「共通科目・教養科目」          

②栄養学の基礎的知識獲得のために置かれている生物学や化学など「専門基礎科目」                                                 

③高度な知識や技能を習得するための「専門科目」                        

④加えて、１年次から４年次まで少人数を単位とした「演習科目」が設けられ、教員と学生

の密接な交流の中で、必修科目としての「卒業研究」を進めます。     

入学者の受け入れに関する方針（公表方法：名古屋経済大学ホームページ   

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/02_policy/） 

（概要） 

 本学科は、広く栄養学を学ぶことにより、管理栄養士を要請することを目的としてい

ます。したがって以下のような意欲、関心、資質を重視して入学生を選抜します。                                                        

①食と健康への問題意識を高く持ち、問題解決への努力を惜しまない姿勢。    

②管理栄養士の職務をよく理解し、医療、福祉、教育、特定給食施設、行政等の場で、地域

社会に貢献する意欲があること。                                      



  

③人との交流を大切にできる豊かな人間性を身につけていること。          

④栄養学の知識獲得のために必要な生物、化学を基礎とする学習に努力を惜しまない姿勢。 

                                                

○加えて本学科では以下に示す「夢、好奇心、やる気」を重視します。                             

①自分の人生について「夢」を持つこと。はじめはぼんやりしていても、その輪郭を少

しずつはっきりさせ、その夢を実現する道筋を見つけていくのが大学である。                                                      

②「これは何だろう？」、「これはどうして？」という好奇心。私たちを取り巻いている自

然や社会に対する好奇心が大学における学びのきっかけを作る。食と健康に関する好奇心が

本学科の学生の不可欠な資質。                        

③「好奇心」や「出会い」が「やる気」を目覚めさせ、その時に自身の新たな「成長」が始

まる。本学のカリキュラム・ポリシーが「成長」の導きとなり、「夢」につながるプロセス

を作る。  

 
 

 

② 教育研究上の基本組織に関すること 
公表方法：本学ホームページにて公表 

(https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/） 

 

  



  

③教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 
a.教員数（本務者） 

学部等の組織の名称 
学長・ 

副学長 
教授 准教授 講師 助教 

助手 

その他 
計 

－ 2人 － 2人 

経済学部 － 11人 6人 3人 人 人 20人 

経営学部 － 12人 11人 1人 人 人 24人 

法学部 － 14人 5人 0人 人 人 19人 

人間生活科学部 － 11人 10人 6人 1人 5人 34人 

b.教員数（兼務者） 

学長・副学長 学長・副学長以外の教員 計 

 

人 116人 116人 

各教員の有する学位及び業績 

（教員データベース等） 
公表方法：本学ホームページにて公表 

（https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/） 

c.ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）の状況（任意記載事項） 

 

 

④入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに

進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 
a.入学者の数、収容定員、在学する学生の数等 

学部等名 
入学定員 

（a） 

入学者数 

（b） 

b/a 収容定員 

（c） 

在学生数 

（d） 

d/c 編入学 

定員 

編入学 

者数 

経済学部 150人 155人 103.3％ 600人 611人 101.8％ 人 0人 

経営学部 150人 152人 101.3％ 600人 671人 111.8％ 人 0人 

法学部 150人 94人 62.7％ 600人 450人 75.0％ 人 0人 

人間生活科学部 180人 105人 58.3％ 720人 382人 53.1％ 人 0人 

合計 630人 506人 80.3％ 2520人 2114人 83.9％ 人 0人 

（備考） 

*編入学定員は設けておらず、「当該学科の定員に欠員がある場合には、その相当年次に、選考により、

入学を許可することがある（名古屋経済大学学則第26条2項）」と定められている。  

 

b.卒業者数・修了者数、進学者数、就職者数 

学部等名 

 

卒業者数・修了者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

経済学部 
147人 

（100％） 

2人 

（1.4％） 

128人 

（87.1％） 

17人 

（11.6％） 

経営学部 
147人 

（100％） 

0人 

（0％） 

132人 

（89.8％） 

15人 

（10.2％） 

法学部 
140人 

（100％） 

1人 

（0.7％） 

131人 

（93.6％） 

8人 

（5.7％） 

人間生活科学

部 

103人 

（100％） 

2人 

（1.9％） 

96人 

（93.2％） 

5人 

（8.4％） 

合計 
537人 

（100％） 

5人 

（0.9％） 

487人 

（90.7％） 

45人 

（8.4％） 

https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/announcement/


  

（主な進学先・就職先）（任意記載事項） 

（備考） 

 

c.修業年限期間内に卒業又は修了する学生の割合、留年者数、中途退学者数（任意記載

事項） 

学部等名 

 

入学者数 
修業年限期間内 

卒業・修了者数 
留年者数 中途退学者数 その他 

 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

合計 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

（備考） 

 

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 

（概要）3 学部共通または人間生活科学部それぞれのカリキュラムポリシーに基づい

て授業科目を編成している。各授業に関しては、授業計画（シラバス）において授業

の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法等を記載し、どの評価ポイントをどのよ

うな比重で評価するかを明瞭に示すことにより、学生の授業への取り組みにメリハリ

が生まれると、期待している。「授業計画」では、第１回から第１５回までの授業内

容を記載するとともに準備学習（予習・復習等）についても記載している。 

 

⑥学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 
（概要）成績評価の客観性と厳格性の確保および学生の履修意欲の向上を目的とし、GPA 制度

を導入している。また、卒業の認定は、以下の基準のもとに、各学部教授会が行う。 

学部名 学科名 
卒業又は修了に必要

となる単位数 

ＧＰＡ制度の採用 

（任意記載事項） 

履修単位の登録上限 

（任意記載事項） 

経済学部 現代経済学科 130単位 有・無 単位 

経営学部 経営学科 130単位 有・無 単位 

法学部 ビジネス法学科 130単位 有・無 単位 

人間生活科学部 
教育保育学科 124単位 有・無 単位 

管理栄養学科 124単位 有・無 単位 

ＧＰＡの活用状況（任意記載事項） 公表方法： 

学生の学修状況に係る参考情報 

（任意記載事項） 
公表方法： 

 

 

⑦校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

公表方法：https://www.nagoya-ku.ac.jp/info/inuyama/ 

 



  

 

⑧授業料、入学金その他の大学等が徴収する費用に関すること 
（1）一般生         

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 備考(任意記載事項) 

経済学部 

経営学部 

法学部 

人間生活科学部 

現代経済学科 

経営学科 

ビジネス法学科 

教育保育学科 

600,000 円 200,000 円 400,000 円 

 

人間生活科学部 管理栄養学科 640,000 円 200,000 円 440,000 円 
 

          

          

（2）外国人留学生         

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 備考(任意記載事項) 

経済学部 

経営学部 

法学部 

人間生活科学部 

現代経済学科 

経営学科 

ビジネス法学科 

教育保育学科 

600,000 円 100,000 円 400,000 円 

 

人間生活科学部 管理栄養学科 640,000 円 100,000 円 440,000 円 

 

 

（3）卒業要件(４単位以下) 
        

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 備考(任意記載事項) 

経済学部 

経営学部 

法学部 

人間生活科学部 

現代経済学科 

経営学科 

ビジネス法学科 

教育保育学科 

180,000 円  -  円  -  円 

  

人間生活科学部 管理栄養学科 192,000 円  -  円  -  円 
  

          

          

（4）卒業要件(５～１０単位)         

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 備考(任意記載事項) 

経済学部 

経営学部 

法学部 

人間生活科学部 

現代経済学科 

経営学科 

ビジネス法学科 

教育保育学科 

420,000 円  -  円 280,000 円 

 

人間生活科学部 管理栄養学科 448,000 円  -  円 320,000 円 
 

 

 



  

⑨大学等が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 
a.学生の修学に係る支援に関する取組 

（概要） 

初年次より少人数のゼミ担当制を敷き、個々の学生の状態や課題に即したきめ細やかな修学

支援を実施している。また、学部に学習支援室を設置するなど、学びの意欲の高い学生が相

互に研鑽できる場と機会を提供している。経済面では、経済的困窮者に対する学費減免制度

として本学独自の「未来支援基金」制度を設立し、本学入学後に経済的困窮に陥った学生に

対しても大学が就学継続の道を開いている。また、授業等の修学において配慮が必要な学生

に対しては、学生相談室がコーディネーターとなり、ゼミ担当教員、科目担当教員、学務

部、医務室等、関係者と必要な情報を共有し、連携を取りながら支援を行っている。 

b.進路選択に係る支援に関する取組 

（概要） 

■キャリア教育 

本学の社会科学系 3 学部（経済・経営・法学部）では、1年生にキャリア支援科目として

「市民生活とキャリア形成」、2 年生以上対象に「ジョブトレーニングⅠ・Ⅱ」を開講し、

低学年からの計画的なキャリア教育をおこなっています。 

あわせて、全学部対象に「体験型プロジェクト」を開講。低学年より学外との接点を持

ち、学外に出て様々なことを体験し、社会を知ることを目的とした教育をおこなっていま

す。 

また、全学部 2 年生後期に「職業能力養成基礎（SPI 対策）」を開講し、多くの企業が就

職試験で取り入れている SPI3試験の特徴や出題形式を理解し、就職活動に勝ち抜く力を身に

付ける講義をしています。 

全学部 3年生前期には「キャリア選択と自己実現」を開講し、業界研究や企業・職種につ

いて学び、自己の振り返りから自己ＰＲ作成、面接対策などの就職活動全般にかかわる知

識・スキルの学習およびトレーニングを実施しています。 

■ジョブトレーニング（インターンシップ） 

本学では全 4学部の内の社会科学系 3 学部（経済・経営・法学部）において、就業体験

（インターンシップ）をおこなう実習科目「ジョブトレーニング」を選択必修科目として開

講し、2 年生以上の単年度に 5 日間（30 時間以上）または 10 日間（60時間以上）企業など

で実習をおこなうことを義務付けています。働くということに触れ、就労観、職業観を培う

ことを目的としています。 

また、授業科目とは別に希望学生を対象に、正課外でのオープンカンパニーやインターン

シップ参加（実習期間を問わず）の就職・キャリア支援もおこなっています。 

■資格取得 

本学キャリアセンターでは、PSES公務員試験セミナーや新生活普及協会など学外機関・団

体と連携して、学生や地域住民の方々を対象に、資格取得や検定合格に向けた資格取得支援

講座を実施しています。主な講座として、公務員試験対策講座や日商簿記検定（２・３級）

講座、ファイナンシャル・プランナー（３級）講座、宅地建物取引士試験対策講座、ITパス

ポート講座などがあります。 

また、本学が指定する難関な資格の取得や検定に合格した学生に対して「資格取得・検定

合格者奨学金および検定試験受験奨励金」制度や「単位修得認定」制度があります。 

上記のほか、学部・学科により異なりますが、教員免許状（小・中・高）や保育士資格、

栄養士等の取得や、宅地建物取引士、ファイナンシャル・プランナー、日商簿記、レクリエ

ーション・インストラクター、フードスペシャリストなど試験対策を含めた知識を修得する

正課科目も開講しています。 

■就職支援 

本学では、初年次段階からきめ細かな指導とタイムリーな情報提供を行い、学生個々のキ

ャリア形成に向けたサポートを展開しています。 

具体的には、年度ごとのキャリアガイダンス（オリエンテーション）で卒業後の進路に向

けた学生のキャリアについて説明を行うとともに、学部３年次に学生全員と個別の進路面談

を実施しています。その他外国人留学生支援や、低学年次から参加できる各種就職活動ガイ



  

ダンス、個別企業説明会や合同業界・企業研究会を開催しています。また、就職活動等に対

する相談・支援に応じ、一人ひとりの学生に合わせた支援をおこなっています。 

それを可能にしているのが学生サポートに関わる多様なキャリアをもつ教職員の存在です。

民間企業出身者、企業の採用活動のアドバイスや、採用勉強会の講師経験者、企業研修講師

経験者、民間企業の人事担当経験者、国家資格キャリアコンサルタント資格者、警察出身者

など、さまざまなキャリアを有する教職員が学生支援にあたっています。 

c.学生の心身の健康等に係る支援に関する取組 

（概要） 

医務室（1 室）及び学生相談室（2 室）を設置、看護師 1 名、カウンセラー2 名（臨床心理

士・公認心理師の両資格を有する者）を配置し、身体健康・学業・学生生活・進路・対人関

係・精神健康等について常時、相談に乗っている。また、身体面では入学時（新入生）及び

健康診断受診前後（在校生）に健康に関する調査を、心理面では入学後、早期に健康調査書

（ＵＰＩ検査）を実施し、心身面でリスクが高い学生に対して学生相談室から呼び出し面接

を行っている。さらに、1 年生に対しては、基礎演習Ⅰの授業においてカウンセラーが講師

を担当、「大学生のメンタルヘルス」と題して、大学生活において躓きやすい事柄や時期に

ついて注意を喚起し、大学生活へのソフトランディングの支援を行っている。また、保証人

が来校する教育懇談会においては、積極的に保証人の相談に応じ、不登校の予防に努めてい

る。その他の活動としては、学生相談室の隣に学生が自由に使えるフリールームを設置し、

学生の居場所作りを行っている他、懇話会等のグループ活動を実施し、対人関係に苦慮する

学生のソーシャルスキル獲得を支援している。 

 

 

⑩教育研究活動等の状況についての情報の公表の方法 

公表方法：名古屋経済大学ホームページ https://www.nagoya-ku.ac.jp 

 

 

○総合知を育成するための学生の学びの充実に向けた取り組み 
a. 副専攻について 

本学では、専門教育を行う 4 学部の体系を維持しつつも、地域に密着した大学として  

 の本学の特徴を踏まえて、地域社会の課題について理論と実務の観点から、学部の垣根

を超えて横断的に学ぶプログラムとして、「地域創生・観光・文化遺産学」「環境共

生・里山 SDGs」「グローバルコミュニケーションズ」の 3コースを設置している。  

b. 数理・データサイエンス・AI 教育プログラムについて 

ビックデータから様々な価値を創出できるようになった昨今において、本学では「数理・デ

ータサイエンス・AI」を素養として身に付け、幅広い社会課題を解決するための実践的な能力

を育成することを目的としている。 

本学の「名古屋経済大学データサイエンス教育プログラム」は、2024 年 8 月に文部科学省

「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム（リテラシーレベル）」に認定されている。ま

た、2024 年度から「応用基礎レベル」に対応したプログラム（経営学部のみ）を開設してお

り、2025 年度現在、文部科学省「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム（応用基礎レ

ベル）」に申請している。 

 



（別紙）

※ この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※

１．前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

※

※ 備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

合計（年間）

以下に掲げる人数を記載すべき全ての欄（合計欄を含む。）について、該当する人数が1人以上10人以下の場合に
は、当該欄に「－」を記載すること。該当する人数が0人の場合には、「0人」と記載すること。

本表において、多子世帯とは大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号）第４条第２項第
１号に掲げる授業料等減免対象者をいい、第Ⅰ区分、第Ⅱ区分、第Ⅲ区分、第Ⅳ区分（理工農）とは、それぞ
れ大学等における修学の支援に関する法律施行令（令和元年政令第４９号）第２条第１項第２号イ～ニに掲げ
る区分をいう。

年間

253人（15）人

後半期

222人（-）人

121人

-

学校名（〇〇大学 等）

設置者名（学校法人〇〇学園 等）

名古屋経済大学

学校法人　市邨学園

前半期

支援対象者数
※括弧内は多子世帯の学生等（内数）

※家計急変による者を除く。
241人（11）人

130人第Ⅰ区分

学校コード（13桁） F123310106862

（備考）

58人 56人

内
訳

第Ⅲ区分 42人 38人

（うち多子世帯）

（うち多子世帯）

第Ⅱ区分

11人第Ⅳ区分（多子世帯）

（うち多子世帯）

0人 0人

区分外（多子世帯） 0人 0人

第Ⅳ区分（理工農）

家計急変による
支援対象者（年間）

-

254人（15）人



年間 前半期 後半期

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

３月以上の停学 0人

年間計 -

上記の（２）のうち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業成績が著しく不良である
ことについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められず、遡って認定の効力を失った者の数

右以外の大学等
短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻科を含む。）、高
等専門学校（認定専攻科を含む。）及び専門学校（修業年限が２年以
下のものに限る。）

- 人 人

- 人 人

人 人

- 人 人

退学 -

２．前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生認定の取消しを受けた
者の数

（１）偽りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたことにより認定の取消し
を受けた者の数

（備考）

（備考）

修業年限で卒業又は修了できないことが確定

修得単位数が「廃止」の基準に該当
（単位制によらない専門学校にあっては、履修科目の単
位時間数が廃止の基準に該当）

出席率が「廃止」の基準に該当又は学修意欲
が著しく低い状況

- 人 人

- 人 人

「警告」の区分に連続して該当
※「停止」となった場合を除く。

（３）退学又は停学（期間の定めのないもの又は３月以上の期間のものに限る。）の処分を受けたことに
より認定の取消しを受けた者の数

計

0人

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃止の区分に該当したことにより認定の取消
しを受けた者の数

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの
に限る。）

右以外の大学等

後半期

年間 0人

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

前半期年間



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

４．適格認定における学業成績の判定の結果、警告を受けた者の数

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、停止を受けた者の数

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの
に限る。）

年間 前半期 後半期

ＧＰＡ等が下位４分の１ - 人 人

計 25人 人 人

出席率が「警告」の基準に該当又は学修意欲
が低い状況

0人 人 人

（備考）

修得単位数が「警告」の基準に該当
（単位制によらない専門学校にあっては、履修科目の単
位時間数が警告の基準に該当）

- 人 人

ＧＰＡ等が下位４分の１ 25人 人 人

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの
に限る。）

年間 前半期 後半期

訓告 0人

年間計 0人

３．前年度に授業料等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨学生認定の効力の停止
を受けた者の数

３月未満の停学 0人

（備考）

（１）停学（３月未満の期間のものに限る。）又は訓告の処分を受けたことにより認定の効力の停止を受
けた者の数


